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令和７年度予算編成方針 

 

令和６年 10 月 沖 縄 県 

 

Ⅰ 予算編成の基本的考え方 

 

令和７年度は、「新・沖縄２１世紀ビジョン実施計画（中期）」がスタートし、

沖縄振興をさらに加速させるための取組を力強く推進していく重要な年である。 

加えて、沖縄戦終結から 80 年の節目を迎えることから、これまでの歴史を振

り返り、先の大戦の犠牲者を追悼するとともに平和を希求する「沖縄のこころ」

を継承するほか、長期的な視点に立って将来を見据えながら、「平和で豊かな沖

縄」の実現に向けて戦略的に取り組む必要がある。 

沖縄経済は、観光需要の増加や雇用情勢の持ち直しの動きが続いているもの

の、長引く物価高や各業界において深刻な人手不足、賃金上昇への対応など、県

経済が直面する課題への対応が重要となっている。 

引き続き、新興感染症等を含めた様々な外部環境の変化にも対応しつつ、「強

くしなやかな自立型経済」の構築に向け、観光関連産業をはじめとする各種産業

の振興による県経済の再生と、県民の安全・安心な暮らしを取り戻すための取組

を積極的に推進する必要がある。 

 

このような状況に鑑み、令和７年度予算の編成に当たっては、「新・沖縄２１

世紀ビジョン基本計画」（以下「新・基本計画」という。）を着実に推進するた

め、社会経済情勢の変化を的確に捉え、喫緊の課題に対応するとともに、一つひ

とつの施策・事業の効率性や実効性の向上、スクラップ・アンド・ビルドの更な

る徹底を図ることで限られた財源を重点的に配分することとする。 

 

１ 「令和７年度重点テーマ」に沿った施策の推進 

県の施策全般に通底する基本的かつ重要なコンセプトである「令和７年度重点

テーマ」（令和６年 10 月 11 日沖縄県知事決定）に沿った施策を重点的に推進す

ることとする。 

 

⑴ 強くしなやかな自立型経済の構築 

⑵ 恒久平和の願いと未来の平和の発信 ～戦後 80 年を迎えて～ 

⑶ 安全・安心に暮らせる沖縄へ 

⑷ 「誰一人取り残さないこどもまんなか社会」の実現 

⑸ 沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化の継承・発展 

 

重点テーマに沿った施策の推進にあたっては、昨今の物価高、人手不足、賃金

上昇への対応など、県経済が直面する課題へ対応するとともに、以下の視点を踏

まえることとする。 
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〇 産業 DX の加速化、スタートアップ、イノベーションの推進、経済循環の促

進、人材への投資など企業の「稼ぐ力」を強化する取組の推進 

〇 「沖縄２１世紀ビジョンゆがふしまづくり計画」における各種施策等をより

積極的に推進し人口減少のスピードを緩和させつつ、成長力のある社会を構築

する人口減少対策 

〇 「沖縄県こども計画（仮称）」に基づくこども・子育て対策 

〇 「おきなわ SDGs アクションプラン」等に基づき、SDGs 達成への貢献と地域

課題の解決に向けた施策の一層の充実強化 

〇 沖縄独自の優位性を効果的に活用し、潜在力を顕在化させるとともに、ウチ

ナーネットワークの活用を含めた人的交流と経済施策の連携に向けた取組な

ど、地域外交の積極的な推進 

〇 「政策提案トライ＆チャレンジ！」など、若手職員をはじめとする職員の「自

由」で「独創的」な発想を反映 

 

２ 「沖縄県ＰＤＣＡ」等の反映 

新・基本計画の中間年度にあたる令和８年度に向け「沖縄県ＰＤＣＡ」を活用

した点検・評価及び沖縄振興一括交付金事業の評価の検証結果等を適切に反映さ

せ、施策・事業の効果的・効率的な推進を図ることとする。 

 

３ 「新沖縄県行政運営プログラム」の推進 

「新沖縄県行政運営プログラム（令和６年２月改訂）」（以下「新沖縄県行政

運営プログラム」という。）を着実に推進することとする。 

そのため、多様化する県民ニーズへ迅速かつ的確に対応し、「沖縄２１世紀ビ

ジョン」の実現を図るため、持続可能な財政基盤の確立に向けた、行政運営の構

築に取り組むとともに、デジタル技術を活用し、限りある行政資源の下で業務の

効率化やプロセスの見直し等に取り組み、行政の「質」の向上を重視した県民本

位の行政運営を目指すこととする。 

 

Ⅱ 経費区分の設定と要求基準 

 

令和７年度予算は、以下に設定する経費区分と要求基準を踏まえて編成するも

のとする。 

 

１ 義務的経費（Ａ経費） 

⑴ 人件費 

⑵ 公債費 

⑶ 扶助費 

⑷ 内閣府沖縄担当部局一括計上事業（沖縄振興一括交付金事業を除く。） 

⑸ 各省庁計上事業のうち沖縄特例分 
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 年間所要額を要求すること。 

ただし、⑷及び⑸については、国の令和７年度概算要求額に見合う額とするこ

と。 

 

２ 義務的経費（Ｂ経費） 

⑴ 義務事業（Ｂ－１経費） 

ア 対象者（対象事業）及び事業量が法令等で明定されている事業 

イ 債務負担行為に基づく利子補給や指定管理料、県税関係市町村交付金、地

方職員共済組合負担金、地方独立行政法人法に基づく一般運営費交付金等 

 

年間所要額を要求すること。 

ただし、旅費、需用費等の事務経費に係る一般財源の額については、原則、

事業ごとの令和６年度当初予算における一般財源額から当該年度限りの経費等

を加減算した額の範囲内で要求すること。 

 

⑵ 義務的事業（Ｂ－２経費） 

ア 対象者（対象事業）が法令等で明定されているが、事業量については、自

治体の裁量とされている事業 

イ 医療審査会経費、判定委員会運営経費、実施指導経費、法令等に規定され

ている感染症対策経費 

 

年間所要額を要求すること。 

ただし、各事業に係る一般財源の額については、原則、令和６年度当初予算

における一般財源額から当該年度限りの経費等を加減算した額の範囲内で要求

すること。 

 

なお、法令等に規定されている感染症対策経費については、所要額を要求す

ること。 

 

３ 政策的経費（Ｃ・Ｄ経費） 

⑴ 政策的事業（Ｃ経費） 

  政策的な判断要素が特に強い経費を含む概ね次に掲げる事業（沖縄振興一括

交付金事業を除く。） 

ア 県政の基本方針に関わる重要事業 

イ 「令和７年度重点テーマ」に沿った事業 

ウ 投資的事業（補助、単独及び災害復旧事業） 

エ 政策的判断を要するものとされる委託料、負担金、補助金、交付金、積立

金、繰出金及び貸付金を含む事業 

オ 柔軟かつ斬新な発想に基づく施策展開及び行財政改革推進のための事業 

カ 「沖縄２１世紀ビジョンゆがふしまづくり計画」に沿った事業 

キ デジタル田園都市国家構想交付金その他の各省庁計上補助金を活用した
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事業 

 

ア～カに該当する事業については、部局ごとの令和６年度当初予算における

Ｃ経費一般財源の総額から、当該年度限りの経費等を加減算した額（以下「Ｃ

経費枠配分額」という。）の範囲内において、各部局の主体性と責任の下、事

業の選択を行い、経費を配分の上、要求すること。キに該当する事業（その他

の各省庁計上補助金については、原則、新規事業に限る。）については、別途

通知する上限額の範囲内において、要求すること。 

 

キのうち、デジタル田園都市国家構想交付金に該当する事業の要求に当たっ

ては、企画部との調整結果を踏まえること。 

 

なお、「沖縄県ＰＤＣＡ」の結果を踏まえ、必要に応じて事業の見直し・改

善を行うとともに、過年度において令和６年度に終期設定の調整がなされてい

る事業については、要求を認めないので留意すること。 

 

（注）「当該年度限りの経費等」には、以下の経費を含む。 

  ① 県有施設整備基金等充当額 

  ② 災害復旧費 

   ③ 予備費 

   ④ 県単融資事業費 

   ⑤ 特別会計繰出事業費 

  ⑥ 過年度において全体事業費が調整され進行している県単プロジェクト等 

       

②の経費については令和６年度当初予算における一般財源額を要求するこ

と。⑥の経費については原則、過年度において調整された額を上限として要

求することとするが、現下の厳しい財政状況を踏まえ、事業規模及び事業期

間を見直した上で、要求すること。 

 

⑵ 沖縄振興一括交付金事業（Ｄ経費） 

  沖縄振興一括交付金事業の繰越や不用の縮減に取り組むとともに、各部局の

主体性と責任の下、真に必要な事業を精査し、各事業の執行状況等を勘案の上、

年間所要額を特に慎重に見積もること。 

 

ア 沖縄振興特別推進交付金事業（Ｄ－１経費） 

沖縄振興特別推進交付金交付要綱（平成 24 年４月 19 日府政沖第 149 号）

に基づく事業 

 

要求に当たっては、「沖縄県ＰＤＣＡ」及び令和５年度事業の事後評価の

結果等を踏まえ、必要に応じて見直しや改善を行うこと。 

また、成果目標については、事業の見直し・改善を適切に行う観点から、
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事業内容を考慮の上、原則、定量的なアウトカム指標（後年度に効果が発現

する事業については後年度のアウトカム指標）を設定すること。 

以上を踏まえ、下記のとおり要求すること。 

 

(ｱ) 負担的事業等 

別途提示する対象事業については、事前に精査した年間所要額を要求す

ること。 

 

(ｲ)  (ｱ)以外の事業 

別途提示する部局ごとの国庫支出金（沖縄振興特別推進交付金）の要求

上限額の範囲内で要求すること。 

 

イ 沖縄振興公共投資交付金事業（Ｄ－２経費） 

沖縄振興公共投資交付金制度要綱（平成 24 年４月６日府沖振第 148 号、

警察庁甲官発第 136 号、総官企第 161 号、24 文科施第９号、厚生労働省発会

0406 第４号、23 地第 483 号、平成 24・03・28 財地第１号、国官会第 3338

号、環境会発第 120406012 号）に基づく事業 

 

要求に当たっては、「沖縄県ＰＤＣＡ」及び令和５年度事業の事後評価の

結果等を踏まえるとともに、各事業の進捗状況、執行状況等を勘案の上、必

要に応じて見直しや改善を行うこと。 

別途提示する部局ごとの国庫支出金（沖縄振興公共投資交付金）の要求上

限額の範囲内で要求すること。 

 

４ 標準的経費（Ｅ経費） 

庁舎等の維持管理や課・室・所の運営費等に要する事業及び他の事業（経費）

に区分されない事業 

⑴ 経常的管理運営事業 

⑵ 一般的行政事業   

⑶ 標準的事業 

庁舎等維持管理費、公共施設等管理費、指定管理施設を除く県管理施設の運営

費、今後相当期間にわたって事業費・事業内容が固定される課・室・所の運営費

等の標準的事業等 

 

部局ごとの令和６年度当初予算におけるＥ経費一般財源の総額から当該年度

限りの経費等を加減算した額（以下「Ｅ経費枠配分額」という。）の範囲内にお

いて、各部局の主体性と責任の下、事業の選択を行い、経費を配分の上、要求す

ること。 

また、少額の事業については、類似の事業との統合を積極的に行うこと。 

 

５ 債務負担行為 
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債務負担行為については、後年度の過度な財政負担とならないよう留意し、事

業内容、規模、年割額等を十分精査した上で要求すること。 

 

６ 新規事業等について 

新規事業及び箇所新規事業については、新規事業等に係る協議結果を踏まえ、

真に必要不可欠なものに限り、徹底したスクラップ・アンド・ビルドを行い要求

すること。 

 なお、要求に当たっては、以下に留意すること。 

 

⑴ Ａ経費、Ｂ－１経費及びＢ－２経費については、事業規模等を十分精査した

上で、年間所要額を要求すること。 

 

⑵ ① Ｃ経費枠配分額に係る経費については、３⑴に基づき要求すること。 

② Ｃ経費枠配分額以外の経費（新規事業等に係る協議において、一件査定

とした事業を除く。）については、別途、部局毎に提示する要求上限額の

範囲内で要求すること。（国の補助事業に係る地方負担を含む。） 

③ 新規事業等に係る協議において、一件査定とした事業については、⑴に

準じて要求すること。（３⑴のキを除く。） 

 

⑶ Ｄ－１経費及びＤ－２経費については、３⑵に基づき要求すること。 

 

⑷ ① Ｅ経費枠配分額に係る経費については、４に基づき要求すること。 

② Ｅ経費枠配分額以外の経費（新規事業等に係る協議において、一件査定

とした事業を除く。）については、別途、部局毎に提示する要求上限額の

範囲内で要求すること。 

③ 新規事業等に係る協議において、一件査定とした事業については、⑴に

準じて要求すること。 

 

⑸ 新規事業等に係る協議後に生じた特段の事情により対応が必要な事業につ

いては、必要性を考慮した上で、⑴に準じて要求すること。 

 

⑹ 個々の事業については、定量的な成果指標を含む事業計画を策定するととも

に、必ず終期を設定すること。 

また、部局横断的な政策的展開、事業相互の関連性、実施方法等の整合を図

るため、部局間の連絡調整を緊密に行うこと。 

 

⑺ 市町村等に新たな財政負担が生じるなど、他の団体と調整を要する事業につ

いては、その実施に支障が生じないよう事前に十分に調整すること。 

また、県と市町村等との役割分担を踏まえた適正な負担割合を設定するとと

もに、上乗せ補助は行わないこと。 
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７ 新たな自主財源について 

県有施設・印刷物等の広告収入、施設命名権（ネーミング・ライツ）など、新

たに自主財源を確保した場合は、その一部又は全部を当該事務の効率化や施設の

サービスの維持・向上に資する事業の特定財源として充当できるものとする。 

 

Ⅲ 特別会計等に関する事項 

 

特別会計については、独立採算の原則の堅持に努め、安易に財源不足額を一般

会計からの繰入金に依存することがないよう、設置目的に応じ業務運営の合理化

・効率化及び経費の見直しを徹底すること。 

所要経費は、一般会計で設定された経費区分ごとの要求基準に準じて見積もる

こと。 

特別会計における繰越金については、過去の決算状況や事業規模に応じ、適正

な歳出を見積もった上で、活用が見込まれない繰越金を一般会計に繰り出すこ

と。 

また、公営企業会計への繰出金については、一般会計との経費負担区分の明確

化を図るため総務省の繰出基準を基に見積もるとともに、当該基準に基づかない

場合は、公営企業の経営健全化に向けた収入の確保や徹底した経費抑制策などの

十分な経営努力の実施を求めた上で、独立採算の原則を踏まえ見積もること。 

なお、特別会計及び企業会計の経営状況の悪化は県財政全体に重大な影響を及

ぼすことから、各所管部局は、その経営に責任を持って慎重に対応すること。 

 

Ⅳ 要求に当たっての留意事項 

 

要求に当たっては、以下の点に留意し、年間を通じた歳入･歳出の所要額を正

確に見積もること。 

 

１ 歳出 

県の果たすべき役割や経費負担のあり方等について改めて検証し、制度の改正

を含めた事業の徹底した見直しを行うこと。特に、３年以上経過した政策的事業

については事業評価を行い、廃止を含めた見直しを行うこと。 

また、Ｗｅｂ会議等ＩＣＴの積極的な活用を図ること。 

 

⑴ 事務経費の節減・合理化 

旅費、需用費、庁舎等の維持管理に係る委託料等の事務経費については、仕

様、回数、規模の見直し等により、更なる節減・合理化に努めること。 

なお、旅費（費用弁償を除く）については、出張の目的、効果等を精査の上、

必要最小限の人数とし、別途提示する各部局の要求上限額の範囲内で、年間所

要額を要求すること。また、ＩＣＴの活用や実施内容・規模を含め、実施の方
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法について慎重に検討すること。 

 

⑵ 県単補助金等の見直し 

既存の補助金、負担金及び交付金については、社会経済情勢の変化や補助目

的の達成状況、行政の責任分野、経費負担のあり方、行政効果等について常に

検証し見直しを行うこと。「新沖縄県行政運営プログラム」において位置づけ

る県単補助金等の見直し内容（現行（条件付き）含む）を着実に反映すること。 

新規の補助金を設ける場合は、これに見合う既存の補助金の廃止・縮減等を

行うとともに、補助対象経費や補助率等を十分検討の上、必ず終期を設定する

こと。 

 

⑶ 外部委託の活用 

外部委託の活用に当たっては、高度または専門的な知識・技能を必要とし、

県で直接実施することが困難であること、又は、事業の効率化やコスト縮減な

ど合理的な理由があることを前提として、県民サービスの維持・向上等が図ら

れるよう留意すること。 

特に、調査業務に係る外部委託については、過去に実施された調査の範囲や

内容等を十分に確認の上、調査の目的、必要性、効果等を精査するとともに、

県と委託事業者等との適切な役割分担についても十分に検討すること。 

なお、外部委託に係る経費については、人工数の精査等により節減・合理化

に努めること。 

 

⑷  公共施設の整備及び維持管理 

ア 新たな施設の整備に当たっては、当該施設の必要性、緊急性、事業効果の

観点からだけでなく、必要な機能、規模、施設管理のあり方、維持管理経費

などの観点からも十分に検討することとし、関係機関との調整を行うこと。 

イ 施設の整備に当たっては、計画及び設計等の各段階において、事業費の充

分な縮減を図るとともに、整備後の修繕や維持管理経費の縮減策等も合わせ

て検討すること。 

ウ 老朽化した施設の整備については、優先順位を付けて年次的に整備するこ

ととしていることから、「沖縄県公共施設等総合管理計画に基づく個別施設

計画策定要領（平成 30 年３月 29 日総管第 1787 号）」を踏まえて策定した

個別施設計画（以下「個別施設計画」という。）に基づき、他の施設との統

廃合や施設総量の適正化について検討を行うなど、効率的な事業の推進に努

めること。 

また、建替については、年次計画的に整備がなされている施設（県営住宅、

学校、交通安全施設等）を除いて、「老朽化した県有施設の整備について（平

成 29 年 10 月 30 日総財第 549 号）」に掲げた施設の中から適宜整備してい

くこととする。 

エ その他既存の施設についても、個別施設計画を踏まえ、計画的・効率的な

維持・修繕による施設の機能維持と長寿命化を図ること。 
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⑸ 各種イベント等の積極的見直し 

イベント等の開催については、文化活動の支援など、多様で豊かな沖縄文化

を守り、育む視点も踏まえ、効率的・効果的なものとなるよう、これまでの事

例にとらわれることなく事業内容を検討するとともに、併せて節減・合理化を

図ること。  

 

⑹ 市町村等との機能分担、負担区分の明確化 

ア 地方分権の趣旨を踏まえ、国、県、市町村等との機能分担及び負担区分を

より一層明確にすること。 

イ 市町村への権限移譲については、「市町村への権限移譲推進指針」に基づ

き、積極的に市町村への事務移譲を進めること。 

また、同指針以外にも市町村等の自主性と自立性を尊重し、地域に密着し

た事務事業、市町村等で実施した方が効果が上がると思われる事業等につい

ては、移譲を積極的に推進すること。 

ウ 補助事業による県費の上乗せ補助については、市町村等の主体性の確保等

を図る観点から、常に検証し必要に応じて見直しを行うこと。 

 

⑺ 公社等各種団体に対する支援の見直し 

県が出資、補助又は貸付等の財政的支援を行っている公社等各種団体に対し

ては、「公社等の指導監督要領」、「公社等外郭団体の財政支援等に関する指

針」等を踏まえ、県関与の必要性や財政支援のあり方を十分検討し、事業の整

理・縮小・合理化などを図ること。 

 

⑻ 事務事業への適切な特定財源の充当 

使用料及び手数料、財産収入等については、沖縄県県有施設整備基金条例等

に基づき、適切に対応するほか、当該歳入の原因となる事務事業に充当するこ

と。 

ただし、建物や機器設備等の使用料収入については、事務事業に優先して、

当該建物等の整備に活用した県債の償還や、指定管理料に充当することを原則

とすること。 

なお、特定財源については、収入見込額を的確に計上することとし、特定財

源の減少が見込まれる場合は、充当事業費を削減するなど適切に対応するこ

と。 

 

⑼ 国の施策や制度等の積極的な活用 

   限られた財源の中で、様々な取組を推進するため、各部局においては、国

の施策や制度を、時機を逸することなく最大限活用することができるよう、

沖縄振興予算のみならず関係省庁の予算編成の動向を注視し、的確に予算要

求に反映すること。 

 

-9-



 

２ 歳入  

国の予算編成、経済見通し、地方財政計画等あらゆる資料に基づき的確に財源

を捕捉し、経済情勢に即応して収入を算定するほか、新たな財源の積極的な確保

に努めること。 

 

⑴ 県税 

   経済情勢の推移や税制改正、地方財政計画の動向等に留意しつつ、徴収対

策を強化し、徴収率の向上に努めるとともに、これまでの実績も踏まえ、的

確に計上すること。 

 

⑵ 地方交付税 

  国の動向を見極めつつ、地方財政計画等を踏まえ、的確に計上すること。 

 

⑶ 県債 

   「新沖縄県行政運営プログラム」に掲げる目標に沿って、引き続き発行額

の抑制を図りつつ、後年度の財政負担に十分配慮して計上すること。 

また、国の動向を注視し、より地方財政措置のある有利な事業債を選択する

こと。特に、緊急に行うべき事業を対象として期間の定められた、緊急自然災

害防止対策事業等の事業債については、事業実施の必要性や適債性を勘案の

上、積極的に活用すること。 

 

⑷ 国庫支出金 

国庫補助負担金の廃止・縮減や制度の見直し等、国の動向に十分留意し、的

確に計上すること。その際、国庫補助事業等の必要性、緊急性、課題等を適切

に判断すること。 

また、対象事業の拡大や交付要件の変更等については、国の動向を踏まえ、

適切に対応すること。 

 

⑸ 未収金の解消 

県税や貸付金、使用料等に係る未収金については、「新沖縄県行政運営プロ

グラム」に掲げる、県税の収入率向上のための徴収対策等の実施、「沖縄県に

おける今後の債権管理に関する方針（平成 27 年８月）」及び「適切かつ能率

的な債権管理のための標準マニュアル（令和４年３月）」等に基づく適切な債

権管理により解消に努めること。 

また、債権の回収にあたって、サービサーに委託している場合においては、

少なくとも年に１度は債務者等の状況を確認し、回収可能性等の観点から、委

託対象債権を十分に検討すること。 

 

⑹ 使用料及び手数料の見直し 

行政サービスの提供に要する経費をまかなえるよう「受益者負担の原則」及

び「負担の公平性」の観点からの見直しを踏まえて計上すること。 
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また、これまで使用料や手数料を徴収していない特定の受益者に対する行政

サービスについても、その内容や性質等の把握に努め、使用料や手数料の徴収

の検討を踏まえて計上すること。 

 

⑺ 未利用県有財産の有効活用 

「未利用財産管理処分にかかる方針（令和３年 11 月９日総務部長決裁）」

に基づき、未利用財産の有効活用を図ること。 

 

⑻ 新たな自主財源の確保 

   法定外税（新税）の創設、超過課税の実施、県有施設・印刷物等の広告収

入、施設命名権（ネーミング・ライツ）の導入、地方創生応援税（企業版ふ

るさと納税）の活用及びクラウドファンディングの実施など、自主財源の確

保に努めること。 

 

３ その他 

  見積もりに当たっては、本方針のほか、別途通知する「令和７年度予算見積基

準表」によること。 

なお、年度中途の補正は、災害の発生や制度改正等、当初予算編成時に予見で

きない真に緊急やむを得ないものに限られるので留意すること。 

また、他の部・課と関連する課題への対応については、緊密に連携し、事業の

効果的・効率的な推進が図られるよう十分調整の上、要求すること。 

-11-



総 務 部  財 政 課

沖 縄 県 財 政 の 推 移

令和６年11月



財政の状況（普通会計決算） ページ

１． 歳入の状況  ･･･････････････････････････････････････１

２． 歳出の状況 ･･････････････････････････････････････････２

３． 県債残高及び公債費・・・・・・・・・・････････････････････３

４． 主な財政指標

① 財政力指数 ･････････････････････････････････････････４

② 経常収支比率 ･･･････････････････････････････････････５

③ 実質公債費比率 ･･･････････････････････････････････････７

５． 基金の状況 ･････････････････････････････････････････８

【目　次】



　　　　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値

 　　　　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

そ   の   他

地   方   債 その他

地方債

国庫支出金 国庫　

支出金

地方交付税 地方　

交付税

地   方   税

地方税

○　本県の歳入は、自主財源の柱である地方税の割合が低く（本県21.6％、全国31.1％）、地方
  交付税（本県27.2％、全国22.8％）や国庫支出金（本県27.3％、全国15.4％）に大きく依存して
　おり、国の予算の動向や地方財政対策に左右されやすい財政構造となっている。

○　歳入総額は、平成14年度以降の三位一体の改革に伴う地方交付税の総額抑制や国の公
　共事業削減の影響等により6,000億円前後で推移していた。沖縄２１世紀ビジョン基本計画に
　基づく取組が始まった平成24年度以降は増加傾向で推移し、平成28年度をピークに緩やかに
　減少していた。

○　令和２年度から令和５年度は、新型コロナウイルス感染症対策及び物価高騰対策等に係る
　国庫支出金の増等により大幅に増加した。
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財源別構成比の全国平均及び九州平均との比較（R５）

地方税 地方交付税 国庫支出金 地方債 その他

１ 歳入の状況

（単位：億円）

（年度）

1



　　　　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値

 　　　　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

補助費等

物　件　費

普通建設

扶  助  費 　　　 人件費

人  件  費

○  本県は、令和４年度から新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画に基づき、「安全・安心で幸福が
　実感できる島」の形成を基本的指針としながら、「誰一人取り残すことのない優しい社会」、
　「強くしなやかな自立型経済」及び「持続可能な海洋島しょ圏」の形成を基軸とした諸施策を
　積極的に展開している。

○　歳出総額の性質別構成比は、沖縄振興特別推進交付金を活用した事業の実施により物件
　費や補助費等の割合が全国平均を上回っている。一方、沖縄振興特別措置法に基づく高率
　補助等により公債費の割合は全国平均を下回っている。

○　令和２年度から令和５年度は、補助費等をはじめとする新型コロナウイルス感染症対応経
　費等の増により、大幅に増加した。
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性質別構成比の全国平均及び九州平均との比較（R５）

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 物件費 補助費等 その他

（単位：億円）

２ 歳出の状況

公債費
扶助費

その他

補助費等

物件費

普通建設
事業費

（年度）

（年度）

2



※ 県債残高、公債費ともに特定資金公共事業債（NTT債）は除く。

○　県債残高は、平成13年度以降に発行された臨時財政対策債が増加傾向で推移していた
　が、その他の県債が減少傾向にあったことから、近年では緩やかに減少している。

○　臨時財政対策債を除くその他の県債については、沖縄県行財政改革プラン等に基づく大
　型ハコ物整備の抑制により通常の県債の発行を抑制してきたこと等により減少している。

○　公債費は、県債残高の増加とともに緩やかに増加していたが、平成26年度以降は金利低
　下に伴う利子償還金の減等もあり、緩やかに減少している。
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（単位：億円）
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　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

 　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

　　○　財政力指数は、自主財源が乏しいことから全国平均の７割程度（本県0.35934、
　　　全国0.49155）、順位も34位となっており、国の地方財政制度に大きく依存した財政
　　　構造であることが分かる。

財政力指数とは、当該団体の財政力を現す指数で、次の算式で算出される。
「１」に近いほど財源に余裕があり、「１」を超えると普通交付税の不交付団体となる。

　　○　財政力指数は本県、全国平均ともに平成19年度から平成20年度までは上昇し、
　　　平成21年度から減少に転じてきたが、平成25年度からは再び上昇している。
　　　令和３年度から減少に転じている。

基準財政収入額

基準財政需要額
　　　財政力指数　＝ 　の３か年平均
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　　  ※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

 　　 　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

○　経常収支比率の内訳を全国平均と比較すると、人件費の割合が高く（本県41.3％、全国
　34.5％）、公債費の割合が低くなっている（本県15.4％、全国22.9％）。

○　経常収支比率の内訳推移を見ると、人件費の割合は減少してきているものの（H19：
　47.1％、R5：41.3％）、社会保障関係費等の増により補助費等の割合が高くなってきている
　（H19：19.9％、R5：27.9％）。

○　経常収支比率は、平成18年度以降全国平均を下回る水準で推移していたが、平成24年
　度には補助費等が増加したことに伴い全国平均を上回る水準となった。平成27年度以降は、
　再び全国を下回っていたものの、平成29年度以降は、社会保障費の増等により再び全国
　平均を上回っている。令和３年度は地方交付税の増等により経常収支比率が一時的に改善
　している。

×100経常収支比率（％）　＝
経常経費充当の一般財源等の額

経常一般財源等総額＋減税補てん債＋臨時財政対策債
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経常収支比率の推移

沖縄県

全国平均

４－② 主な財政指標（経常収支比率）

経常収支比率とは、財政構造の弾力性を測定する比率で、次の式で求められる。
この比率が低いほど政策的経費等に充当できる一般財源に余裕があり財政構造が弾力性に富

んでいることを示す。（通常、７0～80％程度が適正とされているが、多くの都道府県が80％を超え
ている状況にある。）

（％）

（年度）
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そ の 他

補助費等

公 債 費

扶 助 費
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※　財政健全化法に基づく実質公債費比率は、平成20年度（平成19年度決算値）から算定・公表。

※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

　 全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

 ×100
実質公債費
比率　（％）

＝
地方債の元利償還金等 － 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額等

標準財政規模 － 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

<３か年平均>
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沖縄県

全国平均

４－③ 主な財政指標（実質公債費比率）

実質公債費比率は、標準財政規模に対する公営企業等を含めた一般会計等の公債費相当額の割合を表すもの
である。この比率が１８％以上となると地方債許可団体となり、地方債の発行に一定の制限が加えられる。２５％以上
となると財政健全化法に基づく財政健全化団体となり、財政健全化に向けた取組が義務づけられる。

○ 本県の実質公債費比率は、全国平均を下回る水準で推移している。

○ これは、沖縄県行財政改革プラン等に基づく大型ハコ物整備の抑制により県債の発行を

抑制してきたこと、沖縄振興特別措置法に基づく高率補助により、他県に比較して県債発
行額が少ないことによる。

○ 令和５年度は、前年度と比較して0.1ポイント高くなっているものの、早期健全化基準である

25％ を下回っている。今後も、引き続き健全な財政運営に努めていく。

（％）

（年度）
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　　　※ 全国平均及び九州平均は単純平均であり、本県が独自に集計した速報値。

　 　　　全国平均は沖縄県含む、九州平均は沖縄県除く。

○　主要３基金（財政調整基金、減債基金、県有施設整備基金）の年度末残高は、平成21
　年度まで300億円台の横ばいで推移していたが、平成22年度から増加傾向となり、令和
　５年度末の基金残高は約1,090億円となっている。

○　令和５年度末残高を全国平均と比較すると、減債基金は全国平均を上回っている
　ものの、財政調整基金は全国平均を下回っており、両基金の合計では、全国平均を
　上回る水準となっている。

○　今後も、経済事情の著しい変動や災害への対応、老朽化した公共施設への対応等
　の一時的な財源不足に備えるとともに、安定的な財政運営を確保し県民サービスを維
　持するため、一定の基金残高を確保しておく必要がある。
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５ 基金の状況

（年度）
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○ 沖縄県の財政に関するお問い合わせやご意見は

沖縄県総務部財政課まで

TEL：098-866-2095

E-mail：aa006009@pref.okinawa.lg.jp

財政課のホームページ

http://www.pref.okinawa.jp/site/somu/zaisei/index.html




